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小選挙区と比例代表・ 2票の配分
ー並立制移行期における投票行動一
三宅一郎
Straight and Split Ticket Voting in the 1996 General Election 
lchiro Miyake 
Abstract 
The new electoral system combines 300 single seat districts(SSD) and 200 seats elected by 
proportional representation (PR) from closed party lists in 11 districts. Voters cast two votes, a 
candidate vote in an SSD, and a party-list vote in the list tier portion of the ballot 
Most voters reported voting a straight ticket consistent with their party support, but many 
voters with party support reported voting a split ticket in varying ways. This article attempts to 
show how they voted inconsistent with their party support and why they did so. 
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1 はじめに
小選挙区比例代表並立制のもとで、小選挙区得票率と比例代表得票率とが異なることはよく
知られている。 1996年総選挙党派別得票率の全国集計である表1（左半分）を見ても、政党別
では、さきがけと自民党の小選挙区得票率が比例代表得票率を上回り、逆に、社民党と民主党
は比例代表得票率が小選挙区得票率を上回る。新進党と共産党は両者ほぼ一致する。調査デー
タによっても、同じ傾向を示すことができる。小選挙区選挙と比例代表選挙の各党（相対）得
票率と両者の比率は、 JESI調査データに基づく表1の右半分の通りで、自民党からさきがけ
まで、集合データとまったく同じ傾向を示している。政党により程度に違いがあっても、両投
票率間にかなり大きい違いが認められる。
表l 政党別得票率と得票比率のデータ
集合データ JES Iデー タ
小選挙区 比例代表 比率＊ 小選挙区 比例代表 比率＊
自民党 38.63 2.76 1.18 44.6 41.6 1.07 
新進党 27.97 28.04 1.18 22.8 23.7 .96 
民主党 10.62 16.10 .72 11.7 15.7 .75 
社民党 2.19 6.38 .46 2.8 5.7 .49 
共産党 12.55 13.08 .96 10.5 10.6 .9 
さきがけ 1.29 1.05 1.23 1.3 1.0 1.30 
＊ 比率は小選挙区得票率／比例代表得票率
政党支持、候補者、政策の3態度要因で投票決定を説明しようとする投票行動論から見ると、
比例代表投票は政党に投票し、小選挙区投票は候補者に投票するのだから、比例代表では支持
政党に、小選挙区では評価の最も高い候補者に投票するのが通常である。当然、両者間に違い
が生じうる。小選挙区投票では政党評価が、比例代表では候補者評価が最も重要な決定因であ
ることは、 JESI調査データの分析によっても示されている（三宅、 1997;蒲島、 1998)。著
名な政治家が自分の小選挙区から立候補しており、その人に比べると自分の支持政党の候補者
は見劣りする。そこで、支持政党の候補者ではないが著名な政治家に投票したというようなこ
とは、しばしばありそうである。
上記の例は、比例代表投票と小選挙区投票を一応、独立したものと前提しており、意図的な
分割投票を考慮に入れていない。意図的な分割投票の例を考えてみよう。合理的選択理論にお
いては、現在の政党支持が合理的選択の結果だという前提をおけば、 2票とも支持政党に投票
するのが合理的であり、 2票の方向は一致するはずである。両者に差異があるとすれば、当選
可能性のない第三政党の支持者が、意図的に第二選択の大政党の候補者に投票する場合である。
いわゆる「戦略投票」である。リードは1996年衆議院議員選挙の集計データによって「戦略投
票」の存在を実証している (Reed,1999)。「戦略投票」の存在の証明に、調査データを用いる
となると「戦略投票」の定義がより厳密にできることもあって、ケース数が少なくなりすぎ、
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その存在を示唆する以上の結果は得られていない。ただ、合理的選択の拘束をはずし、「有力
候補への投票」と緩く定義すると、調査データによっても、その傾向を確認することができる
（三宅、 1999b)。
これに対して、支持の幅の中にある政党全体の議席増を願って、 1票は支持政党（の候補者）
に、もう 1票は第2の支持政党（の候補者）に票を配分したために、分割投票となったという、
政党支持の幅の理論に立つ仮説も考えられる。三宅 (1986)は参議院選挙の比例代表投票と選
挙区投票の2票の配分をこの仮説で説明している＂。合理的選択理論に基づく戦略投票と動機
は異なるが、第2選択の政党への投票という点では一致する。
本稿は、 1996年総選挙の分割投票の要因を見いだすことを目標としている。同選挙の前後調
査データ (JESI調査の第6，第7波）を用いて、小選挙区比例代表並立制のもとで分割投票
が行われたとき、それは評価の高い候補者個人への投票によるものか、あるいは第二選択の支
持政党（の候補者）への投票によるものか、について明らかにする。仮説の具体化は次節2、
および3で行う。
2 2票と政党支持の一致：基準変数（投票パタン）の構成
2票の一致・不一致のパタンは、棄権 (NAを含む）を入れなければきわめて単純で、「一致」
「不一致」の2分類しかない。 2票とも同一政党に投票した人（一致）と、そうでない人（不
一致）との違いの分析は、すでに蒲島 (1998)が行っていて、宗教団体加入、学歴、政治的関
心、好きな政党への好意度に両者の違いが見いだされている。つまり、 2票の一致・不一致の
パタンは政治的知識と党派心の強さの関数（知的関心が高いほど不一致で、党派心が強いほど
一致）であることがわかっている。本稿では、 2票の一致度自体に関心はなく、 2票の特性の
違いに関心があるので、特性を表す変数を導入しなければならない。その変数には支持政党を
当てるのがよかろう。 2票に支持政党を加え、比例代表投票、小選挙区投票、支持政党の三者
間の一致、不一致のパタンを作成する叫
三者の一致・不一致のパタンはまず「三者一致」「三者不一致」「二者のみ一致」となる。
「二者のみ一致」は、すぐ下に説明するように「二票一致」、「小選挙区逸脱」「比例代表逸脱」
に3分できるので、合計5分類の指標となる。これを「投票パタン」と呼ぶことにしよう”。
「逸脱」とは、支持政党と投票政党の一致を「常態」と仮定すると、不一致は「逸脱」だとい
う意味である。本稿では、「分割投票」と同時に支持政党と投票政党の不一致をも指す、短く
て便利な言葉として「逸脱」あるいは「逸脱投票」を使用したい。
「二票一致」は比例代表投票と小選挙区投票（投票候補者の所属政党）が一致するが、どち
らも支持政党とは一致していないというケース、「小選挙区逸脱」は支持政党は比例代表投票
と一致するが、小選挙区投票とは一致しないというケース、「比例代表逸脱」は逆に支持政党
は小選挙区投票と一致するが、比例代表投票とは一致しないというケースである叫
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表2 支持政党の候補者有無別、投票パタン分布表
支持政党からの候補者有無
投票パタン 候補者あり 候補者なし 全投票者＊
三者一致
二票一致
小選挙区逸脱
比例代表逸脱
三者不一致
合計（％）
N 
????
? ? ? ?
ー
? ? ? ? ? ? ?? ? ? ? ? ? ?
＊ 投票と政党支持の一致は自民、新進、民主、社民、共産、さきがけの6党
のみを対象とした。不一致の場合は、さらに、その他の政党、無所属候補が含まれる。
この「投票パタン」の度数分布を取ると、表2 （表の右端の周辺度数がこれにあたる）のよ
うに、 61％の人が「三者一致」 (2票と政党支持が一致する）で「三者不一致」は6％に過ぎな
ぃ。「三者一致」が圧倒的に多く、これに次いで多いのは「小選挙区逸脱」の18％である。こ
のカテゴリーについて注意しなければならないのは、支持政党からの立候補がないため、支持
政党の候補者に投票したくてもできない多くのケースを含むことである。この場合、支持政党
と候補者の所属政党の一致は定義上あり得ないから、「三者一致」も「比例代表逸脱」（支持政
党と小選挙区投票は一致）も起こりえない。そこで、あらかじめ、支持政党の候補者が立候補
しているか、いないかで、サンプルを2分しておいたほうがよかろう。もともと表2はそのた
めに作られたものである。
支持政党から候補者が立候補していないときは、「小選挙区逸脱」が3分の2を占め、他の
2カテゴリーの該当者は少ない。支持政党が候補者を出している場合は、「三者一致」が70%
を越え、そのほかのカテゴリーは該当者が少なくなる。 2者一致の3カテゴリーの大きさはほ
ぽ等しいが、やはり「小選挙区逸脱」（比例代表投票とは一致）がわずかながら多い”。
?
仮説の整理と分析順序
「小選挙区逸脱」、すなわち、小選挙区投票の支持政党からの逸脱は、まず、候補者個人投
票によると仮定することができる。すなわち、支持政党の候補者より優れた候補者の存在を認
め、その人に投票したため、結果的に逸脱投票になったとする仮説である。これを「最高評価」
仮説（略称：「最高仮説」）と呼ぶ。他方、比例代表選挙で支持政党に投票した人が、小選挙
区で逸脱投票を意図すると、必ずしも評価の最も高い候補者には投票できず、次善の候補者を
選ばねばならないということが起こりうる。この状態を「次善評価」仮説（略称：「次善仮説」）
と呼ぶことにしよう。また、候補者評価とは一切関係なく、単に、逸脱投票のために第二選択
の政党を選び、その候補者に投票したにすぎないという仮説も考えられる。これは政党を対象
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とした「次善評価」仮説である。
「比例代表逸脱」、すなわち比例代表投票の支持政党からの逸脱の場合でも同様である。ま
ず、支持政党以外の政党を高く評価する故に、その政党に投票したのだという仮説である。こ
れは政党を対象とした「最高評価」仮説である。逸脱投票のために「次善評価」の政党に投票
するなら、「次善仮説」に該当する。
以上説明した仮説は、投票パタン、「最高」か「次善」かという評価レペル、政党か候補者
かという評価対象の3基準の組み合わせで構成されており、複雑に見えるかもしれないが、な
かで最も重要な基準は「最高」か「次善」かという評価レベルであって、「最高仮説」は政党
と候補者の対象の区別にかかわりなく、また投票パタンにかかわりなく、「最高評価」の政党
あるいは候補者に投票する逸脱投票である。「次善仮説」は評価レベルが「次善」となる。
「最高仮説」「次善仮説」のいずれもでなければ、第三の仮説を考えねばならない。それは
候補者評価や政党評価の理由付けを欠く逸脱投票であろう。候補者や政党についての適切な情
報を欠くため、候補者の外見などに基づいた投票と推定できるかもしれない叫
実は、 JESI調査のデータの構造から、残余の逸脱投票をこのように言い切ることはできな
ぃ。この調査では、政党と候補者の評価の情報は事前調査で得られたのに対し、政党支持と投
票のデータは事後調査で集めたものである。後に逸脱投票を行った有権者は、事前調査時点で
政党と候補者についての評価を欠いていたとしても、それは選挙運動期間中に形成されるかも
しれない。また、事前調査の時点の政党と候補者についての評価は、選挙運動期間中に選挙活
動に応じて、改変されたかもしれない。その結果が第三の逸脱投票であるとすると、事後調査
の時点での政党と候補者の評価の情報があれば、この逸脱投票のかなりの部分は「最高仮説」
か「次善仮説」のいずれかで理解できよう。第三の仮説は必要がないことになる。
しかし事後調査では、政党と候補者の評価の情報を再び集めなかった。これに代えるデータ
は、選挙活動への接触情報以外にない。そこで、使用するデータに合わせて第三仮説にラベル
を付けると、「選挙対応投票仮説」、略して「選挙対応仮説」となろう。要するに、理論的には
仮説は二つでよいのだが、データの構造から、見かけ上の第三仮説、「選挙対応仮説」を立て
ることにする。
「最高」「次善」の二つの仮説は、すでに触れたように、それぞれ理論的背景を持っている。
「最高仮説」は「小選挙区逸脱」投票では主として候補者個人票を、「比例代表逸脱」投票では
よりよい政党選択を、「次善仮説」は主として第二支持政党への投票を強調する。両仮説は両
立可能であるが、後述するように、定義要素が多く、より複雑な分「次善仮説」の適合者はよ
り少ないはずである。どちらの仮説の適合者が多いかは、操作定義とともに選挙の状況如何に
もかかる経験的問題であろう。「選挙対応仮説」も同様であろう。どの仮説が、どの対象にた
いし、どの程度の説明力を持つのかを明らかにするのが、本稿の目的となる。
本稿の趣旨から、逸脱投票ではない投票パタン「三者一致」と「二票一致」は分析の対象に
ならないが、「三者一致」はコントロール・グループとして利用することがある。「三者不一致」
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は逸脱投票であるが、支持政党との関連が全くなく、別の視点からの分析が必要であり、本稿
での分析から省く。結局、「小選挙区逸脱」「比例代表逸脱」 2グループ間の比較と、「小選挙
区逸脱」「比例代表逸脱」 2グループのコントロール・グループとの対比を行うことになる。
ここで、本稿の構成を簡単に紹介しておきたい。まず、次節 (4)で「最高仮説」を検討し、
ついで「次善仮説」を取り上げ検討する（ 5)。支持政党からの候補者のいない「小選挙区逸
脱」と候補者の出ている「小選挙区逸脱」とは性格が異なるから、両者の区別を中心とした 1
節 (6)を設け別に分析する。次節 (7)では、第3の「選挙対応仮説」を検討する。最終節
(8)はまとめである。
4 「最高仮脱」の検討
4. 1 逸脱投票決定因と「最高仮説」適合性基準
「小選挙区逸脱」投票と「比例代表逸脱」投票の主要な決定因を3つずつとって、それぞれ
の決定因による投票が「最高仮説」に適合しているかどうか検討していく。もちろん、主要な
決定因は三つに限らないが、「最高仮説」と「次善仮説」の両方ともに分析可能なデータを持
つ要因は多くないのである。本節では、まず、取り上げた要因ごとに仮説との適合度を検討し、
最後に、回答者個人レベルでの適合度をまとめて測定する。
「小選挙区逸脱」投票の主要な決定因は、候補者評価と候補者の所属政党の評価である。候
補者評価データとして、有力候補認知と一般的な候補者評価（好嫌度）を取り上げ、候補者の
所属する政党評価と合わせて、 3要因を検討の対象とする。候補者の政策についてのデータも
存在するが、他要因との形式の不整合性および3要因という制約から、省略せざるを得ない。
「比例代表逸脱」投票の主要な決定因としては、政党自体の評価、政党リーダの評価、政党の
政策評価（政策近似政党と政策最短距離政党）の3要因を取り上げる。
最高仮説の要因別適合度の絶対的基準は、その要因に基づく投票政党（の候補者）評価が、
支持政党（の候補者）評価を上回ることである。有力候補認知”のデータについては、「最有
力候補」と「対抗候補」の区別がなされているので、支持政党の候補者と投票候補者のどちら
が「最有力候補」であるかを見ればよい。投票候補者と「最有力候補」との一致率がより高け
れば、最高仮説が支持される。最有力候補以外の評価要因は、政策近似政党を除き、いずれも
感情温度計に基づく評価である。この場合、「最高評価」とは51点以上のスコアで、全対象に
対する評価スコアの中で最高のものをいう 8)。投票政党（の候補者）と最高評価政党（の候補
者）が一致する比率が、支持政党（の候補者）と最高評価政党（の候補者）が一致する率より、
より高ければ、「最高仮説」は支持される。
もう一つの基準は相対的なもので、「三者一致」などのコントロール・グループとの比較で
ある。第1基準のハードルを越えても、一致率の絶対値が小さすぎると、その要因のインパク
トはほとんどない。一般に、人々は支持政党あるいは支持政党の候補者を高く評価する傾向が
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あるから、支持政党と投票政党とが一致している「三者一致」グループでは投票政党（の候補
者）と最高評価政党（の候補者）との一致率は高いはずである。「小選挙区逸脱」「比例代表逸
脱」両グループでも、このレベルの高い一致率に近づくと、該当要因の効果は確実と見なすこ
とができよう。「小選挙区逸脱」グループから始めよう。
4. 2 「小選挙区逸脱」
(1)有力候補認知 「小選挙区逸脱」の投票者は、当選可能性のない支持政党の候補者を避け、
最有力候補に投票したのであろうか。いわゆる勝ち馬投票の結果、逸脱投票になったのだろう
か。表3-1は支持政党の候補者と投票候補それぞれと最有力候補の一致率を比較したものであ
る。括弧の中の数値は「次善」の候補者との一致率だが、これについては次節で言及するので、
ここでは無視してほしい。また、支持政党から立候補者のない「小選挙区逸脱」グループの説
明も後節でまとめて行う。ここでは支持政党から立候補者が出ている「小選挙区逸脱」だけに
絞られる（強調のため、表のその行だけを網掛けにした）。
表3-1 最有力候補は支持政党の候補か、投票候補か
支持政党の候補 投票候補
との一致率 との一致率 ケース数
三者一致
小選挙区逸脱（有）
比例代表逸脱
64 64 疇--～が「1‘’ ＾ J屯 ‘r,l
61 61 
??? ?
「小選挙区逸脱」の（有）は支持政党の立候補者が選挙区にいることを示す。以下各表とも同じ。
括弧の中は、「最有力候補」ではないが「対抗候補」（次善候補）との一致率。
コントロール・グループである「三者一致」グループと「比例代表逸脱」グループでは支持
政党と小選挙区候補者の所属政党は一致しているから、表のように、支持政党候補者、投票候
補者両者の最有力候補一致率は等しい。「小選挙区逸脱」グループでは支持政党候補者と投票
候補はもちろん別人で、二つの一致率は異なる。支持政党候補者が同時に最有力候補である一
致率は32％で、投票候補が最有力候補である一致率はこれより少しは高いが、 35％に過ぎない。
それでも第1基準によると32％対35％で、投票候補者との一致率が相対的に高いから「最高仮
説」は一応支持されるが9)、35％に対応するコントロール・グループ（「三者一致」）の一致率
は60%を越すから、少し差がありすぎるように見える。
(2)候補者評価 では、支持政党の候補者よりも高い評価を与える候補者がいるので、その候
補者に「逸脱」投票をしたのだろうか。表3-2は支持政党の候補者と投票候補それぞれが、最
高評価候補者でもある一致率を比較したものである10)。「最高仮説」は支持政党の候補者より、
より評価の高い候補者に投票したと考える。支持政党の候補者と最高評価候補者との一致率は
15％であるのに対し、投票候補と最高評価候補者の一致率は40％もあり、後者がはるかに大き
い。これで第一の基準は確保できたが、「三者一致」「比例代表逸脱」両コントロール・グルー
プではこの一致率は50%台であるから10％ほどの違いがあるが、前表の場合よりはかなり差が
詰まっている。
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表3-2 最高評価候補は支持政党の候補か、投票候補か
支持政党の候補 投票候補
との一致率 との一致率
三者一致
小選挙区逸脱（有）
比例代表逸脱
?
?
?
? ?
?
?>
-8259186
括弧の中は、「最高評価」ではないが、「次善評価」候補との一致率。
表3-2-1 最高評価候補は支持政党の候補か、投票候補か
（投票意図の安定した投票者のみ）
支持政党の候補 投票候補
との一致率 との一致率 ケース数
三者一致
小選挙区逸脱（有）
比例代表逸脱
?
?
?
?
?
?
?????
ここで「小選挙区逸脱」グループの投票候補と最高評価候補者の一致率を押し下げる要因を
考慮に入れてみよう。それは「小選挙区逸脱」グループには事前調査以後に投票意図を変えた
り、投票意図を形成したりした人が多いという事実である。投票意図の安定した人ほど、投票
候補と最高評価候補者の一致率が高い。コントロール・ グループとの比較のためには、投票意
図の安定度をコントロールする必要があろう。表3-2-1は投票意図が安定している投票者（事前
調査時の投票意図と事後調査の投票が一致している投票者）だけで、前表3-2を再生したもの
である。投票候補と最高評価候補者の一致率は「小選挙区逸脱」グループでも、 60％に届き、
「三者一致」のそれに並ぶ。小さい集団（グループの39%）だが、「最高仮説」が躊躇なしに当
てはまるといえる集団の存在を確認できる。
(3)政党評価 第3の決定要因は政党評価である。比例代表選挙では支持政党に投票したが、
他に評価のより高い政党があるという理由で、小選挙区ではその政党の候補者に投票するだろ
うか。通常は余り考えられないケースであろう。このような場合、小選挙区では支持政党の候
補者に投票し、比例代表で評価のより高い政党に逸脱投票するのが普通ではあるまいか。また、
支持政党と最高評価政党とは概念上異なるが、重なりが大きいことは確かである。こういうと
ころから、比例代表選挙では支持政党に投票し、小選挙区では最高評価政党に逸脱投票した人
は少ないと予想できる。
表3-3 最高評価政党は、支持政党か、投票政党（小選挙区）か
支持政党 投票候補の政党
との一致率 との一致率 ケース数
三者一致
小選挙区逸脱（有）
比例代表逸脱
?
?
?
?
?
?
? ? ? ?
括弧の中は、「最高評価」ではないが、「次善評価」政党との一致率。
-208-
表 3•3は支持政党と投票政党がそれぞれ最高評価政党＂）と一致する比率を、グループ間で比
較したものである。投票政党とは、ここでは小選挙区投票候補者の所属政党である。この所属
政党が同時に最高評価政党である一致率はわずか9％に過ぎない。
以上、 4表にわたり「小選挙区逸脱」グループで、候補者選択要因と推定できる要因を順次
取り上げた。「最高仮説」がデータによって支持されたのは、まず表3-2の候補者評価による逸
脱投票で、表3•1の有力候補認知も第 1 基準には合格している。いずれも候補者個人要因で、
政党要因ではないことを強調したい。次に、「比例代表逸脱」に関し仮説のテストを行う。こ
れからは「三者一致」と「小選挙区逸脱」がコントロール・グループになる。
4. 3 「比例代表逸脱」
(1)政党評価 政党に投票する比例代表選挙での逸脱投票であるから、最初に、政党評価要因
を取り上げたい。自分の支持政党よりも評価の高い政党があって、比例代表選挙ではその政党
に投票したというケースである。参議院選挙でもしばしば「比例代表逸脱」が起こるが、それ
は、新鮮で、興味あるミニ政党の出現が一つの理由である。政党要件についての最近の規制か
ら、新党効果がミニ政党に代わるようになる。この選挙では民主党の新党効果が見られるかも
しれない。事実、逸脱投票を得た最高評価政党の3分の2までは民主党であった。また、一例
をのぞき、すべて同時に政党リーダの面でも最高仮説に適合する。民主党の新党効果に、次に
取り上げる党首効果が加わっているようだ（これは次の決定要因になる）。
表34 最高評価政党は支持政党か、投票政党（比例代表）か
支持政党 投票政党
との一致率 との一致率 ケース数
三者一致
小選挙区逸脱（有）
比例代表逸脱
??? ???? ? ? ? ?
括弧の中は、「最高評価」ではないが、「次善評価」政党との一致率。
表3-4-1 最高評価政党は支持政党か、投票政党（比例代表）か
（投票意図の安定した投票者のみ）
支持政党 投票政党
との一致率 との一致率 ケース数
三者一致
小選挙区逸脱（有）
比例代表逸脱
? ? ? ? ? ?
霧l
?????
括弧の中は、「最高評価」ではないが、「次善評価」政党との一致率。
表34の左半分は前表のそれと同じだが、表の右半分の投票政党が比例代表選挙での投票政
党に変わる。「比例代表逸脱」グループで、投票政党が同時に最高評価政党である一致率は
30%で低く、支持政党との一致率 (45%）よりもかなり小さい。グループ全体としては「最高
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仮説」を否定せざるを得ない。
この一致率が相対的に低いのは、前に見たように、比例代表選挙の投票意図が事前調査と事
後調査の間に変動したためかもしれない。表3-2-1で行ったように、投票意図の安定度をコント
ロールしてみよう。前後調査にわたり投票意図と投票政党が安定している投票者だけで、表3-
4と同じ表を作成した。これが表3-4-1である。投票政党を変えていない投票者は、どのグルー
プでも一致率が大きく上がっているが、中でも最も顕著なのは「比例代表逸脱」グループで、
前表の30％から65％へ倍増している。グループの一部 (13%）に過ぎないが、「最高仮説」に当
てはまる投票者を見出すことができる。
表3-5 最高評価リーダは支持政党のリーダか、投票政党のリーダか
支持政党リーダ 投票政党リーダ
との一致率 との一致率 ケース数
三者一致
小選挙区逸脱（有）
比例代表逸脱
括弧の中は、「最高評価」ではないが、「次善評価」政党リーダとの一致率。
? ? ? ? ? ? ??? ?
(2)政党リーダ評価 政党リーダは党の機関であり、政党ラベルによって評価されることが多
い（三宅、 1998)。もちろん例外はあって、所属政党の評価より高いスコアを稼ぐリーダは少
なくない。民主党の菅直人や社民党の土井たか子がその例である。政党リーダを高く評価する
故に、支持政党以外の党に「逸脱投票」するひとがあるはずである。表3-5は支持政党と比例
代表投票政党それぞれが、同時に最高評価政党リーダ1” の所属政党である比率である。前者
は33%、後者は41％で後者が大きい。「最高仮説」を支持する今一つの例である。支持政党のリ
ーダが不満なので、あるいは別の政党のリーダをより高く評価して、比例代表では別の政党を
選んだと見られる。比例代表投票政党リーダの評価が最高で、支持政党のリーダ評価はそれよ
り低い例はほとんど自民党支持者で、自民党の橋本総裁より、民主党の菅党首をより高く評価
しているのでこういう数字が現れる。ただ、ほかの2グループの50%台の比率と比べると、や
や低い (50%に達しない）が、ここでも、投票意図の安定性をコントロールすると、この一致
率は60%台にまで跳ね上がる。
(3)政策評価 最後に「政策評価」要因を取り上げる。この要因は他の評価要因と構成が異な
る。 JESil調査の政策意見のデータは2種ある。一つは、自由回答で「今度の選挙で重要な政
策課題」を聞き出し、それについて「あなたの考えに近い政党」（政策近似政党）を求めたも
の、第二は、消費税など特定の政策について、本人の意見と政党の意見を聞き、政策距離を計
算したデータである。どちらのデータが最高で、どちらが次善か、レベルに差があるわけでは
ないが、政策と政党の認知的結びつきの点で、第一の自由回答データが蓬かに直接的である。
そこで、第一のデータを「最高」、第一のデータでは政策近似政党には当たらないが、第二の
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表3-6政策近似政党は支持政党か、投票政党か
支持政党 投票政党
との一致率 との一致率
三者一致
小選挙区逸脱（有）
比例代表逸脱
括弧の中は、「政策近似政党」ではないが、「政策最短距離政党」との一致率。
??? ????
『
? ? ? ?
データで政策距離の最短政党にあたる政党を「次善」と操作的に定義することにした13)。
最高評価政策を持つ政党（政策近似政党）と支持政党の一致率を表3-6に掲げた。これは
これまで見た表の中で、最も低い比率である。政策について言及しない人がかなりの数に上る
からである。この一致率は「比例代表逸脱」グループではわずか10%台になる。最高評価政策
政党と投票政党の一致率はこれをさらに下回るので、当然ながら、最高仮説は支持されない。
このように、政策については「最高仮説」は支持されなかったが、政党リーダと政党評価とい
う政党に関する面では、この仮説は支持されたといえよう。
表4 最高仮説に適合するケースの比率（％）
投票パタン
「三者一致」（候補者との一致）
「小選挙区逸脱」（立候補あり）
「小選挙区逸脱」（立候補なし）
-----------------
「三者一致」（政党との一致）
「比例代表逸脱」
適合ケース数の比率(%)
贔
66 
儡
??? ? ? ? ? ? ? ?ヶ?
4. 4 個人単位の分析
これまで、 6要因のそれぞれについて、「最高仮説」が支持されるかどうかグループレベル
で検討してきた。その結果、 6要因の内3要因については「最高仮説」が支持されること、ま
たグループの一部に限定すればさらに多くの要因について「仮説」が支持されることがわかっ
た。これを個人レベルで考えると、「最高仮説」の適合性が最も低いと見られる「最高政党評
価」要因についても、「小選挙区逸脱」グループの9%の人の投票は「最高仮説」で説明できる
のである。また、どれか一つの要因で、「最高仮説」に見合う投票決定をしているなら、他の
要因では「最高仮説」に合わなくてもその人は「最高仮説」に適合する投票者といってよい。
そこで、二つの逸脱グループ別に、本節で取り上げた3要因のどれか一つで「最高仮説」で
説明できる投票者を抜き出し、相対度数を計算し、表4にまとめた。支持政党と投票政党が一
致している「三者一致」グループではこれだけで88％以上の説明能力がある。「比例代表逸脱」
グループではこれだけでは50％には少し足りないが、「小選挙区逸脱」では50％を十分に越す。
「最高仮説」で逸脱投票を説明できる投票者がグループの約半分に及ぶことを示している。
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5 「次善仮脱」の検討
5. 1 「次善」の定義と表3の検討
逸脱投票を説明する第2の仮説は、いずれか1票を支持政党（の候補者）に投じた人は、 2
票目は意図的に、次善の政党（の候補者）に投票するという仮説である。支持政党（の候補者）
が「最高評価」の政党（の候補者）だという前提をおいている。「小選挙区逸脱」グループで
は、小選挙区で支持政党外の政党の候補者のなかから次善の候補者に投票する。「比例代表逸
脱」グループでは、小選挙区で支持政党の候補者に投票したので、比例代表選挙では次善の政
党に投票する。「次善」とは、「最高評価」スコアには及ばないが、感情温度計を使った評価尺
度により51点以上の「好意を持った」政党、候補者、政党リーダを指す。有力候補認知では
「対抗候補者」をこれに当てる。政策評価では政策近似政党には当たらないが、拘束式質問に
よるデータで政策最短距離政党に当たる政党を「次善」と操作的に定義する。一般に、「次善
評価」は「最高評価」に数の点で及ばない。その上、支持政党（の候補者）が「最高評価」の
政党（の候補者）だという前提があるので「次善仮説」に適合する人は多くないと予想でき
る。
表3-1から表3•6までの表内の括弧の中の数値が、投票政党が同時に「次善」政党（の候補）
である一致率である。表ラベルの「最高評価・・」を「次善評価．．」と読み換えてほしい。
操作定義の設定方式から、「次善評価．．」を計算できるのは逸脱投票者だけである。従って、
仮説のあてはまりを評価するため、コントロール・グループと比較することはできない。 3要
因の次善評価と投票政党（の候補者）との一致率を相互に比較して判断する以外にない。まず、
「小選挙区逸脱」から始める。
(1)「小選挙区逸脱 1 「次善仮説」の主要部分仮説の一つは、支持の幅の中にある次善評価
政党への投票である。「支持の幅の中にある政党」を政党評価スコアで51点以上の全政党と定
義すると、「次善評価」政党は支持の幅の中にある。表3-3によると、この政党と投票政党の一
致率は4％で、ケース数にすればわずかに4ケースに過ぎない。もっとも、最高評価政党も支
持の幅の中にあるから、両方合わせると13％になるという計算も可能である。
「戦略投票」仮説は定義がより複雑になる。戦略投票とは、支持政党を最も高く評価する人
が、その党の候補者は当選可能性がないと認め、次善の政党ではあっても、当選可能性の高い
候補者へ投じる投票をいう。それを識別するためには、表3•3のデータでは不十分で、さらに
当選可能性の情報を加えねばならない。この条件を加えてさらに絞り込むと、残されるケース
数がゼロとなってしまった。だが、理論的、実証的に重要な仮説であるから、もとのデータ
(4ケース）を表5に掲げて、詳しく検討することにしたい。表5を見られたい。 まず、「支
持の幅」による投票を、前述したように「51点以上のスコアの政党への投票」とすると、この
4ケースは全てこれに該当する 14)。だが、このすべてが戦略投票者とはいえない。
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表5 「次善」政党と投票政党が一致するケースの個別データ：戦略投票？
最有力対抗 支持政党投票政党支持政党 投票 選挙区
候補者候補者 （スコア） （スコア） 候補者 候補者
1 自民党 新自進党 自自民(75) 民主(60) 松本（（新新））（（60) 佐藤（前2)(60) 神愛奈川1
2 新進党 民党 民(80) 新進 小川 90) 松沢（前1)(90) 奈川9
3 なし なし 自民(70) 新進(60) 吉川新）（50) 海部（（前12)(70) 知9
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括弧の中は政党または候補者の評価スコア。
「支持政党の候補者が最有力候補者でも、対抗候補でもない」という条件が、どのケースで
も成立していないからである。第一ケースの支持政党は自民党で、自民党候補者は最有力候補
者である。第ニケースは同じく自民党支持だが、その候補者は「対抗候補」で、「最有力候補」
の新進党候補者に投票しているから、これは定義により近い例である。ケース 3は有力候補者
の情報がないが、投票時にこの候補は「当選確実と報道されていた」と回答しているので、そ
れを採用するなら「戦略投票」と判断することができる。第四ケースの投票候補者は最有力候
補者でも対抗候補者でもない。「戦略投票」は存在はするものの、極めてまれであるといわざ
るを得ない。ついでながら、これらの4ケースは「最高仮説」でも説明できる。候補者評価得
点（候補者名の括弧の中の数字）を見ると、ケース 3は明らかに最高点であり、その他のケー
スもタイがあるものの最高点であるからである。
さて、残りの候補者要因に移ろう。支持政党の候補者が「次善」評価の候補者である一致率
は、表3-2の候補者評価の表によると3％にすぎず、無視できるが、表3-1の対抗候補との一致率
（括弧の中の数値）は14％もあり、こちらは検討に値する。これは、支持政党の候補者が有力
候補者である場合、投票候補が「対抗候補」に当たる比率である。すなわち、「小選挙区逸脱」
グループの14％は、比例代表では支持政党に投票したが、小選挙区投票は意図的に「次善」の
候補者へ逸脱投票を行った。支持政党の候補者が最有力候補であるから、投票は対抗候補にな
る。これは「次善仮説」を支持する量的に明確な例である。だが、なぜ対抗候補に投票したの
であろうか。中選挙区制の下では、最有力候補の当選は確実だとして、第二の候補に投票する
ことには意味があったが、小選挙区制では落選候補に投票する事になり、積極的意味はない。
この投票の意味は次のようなものかもしれない。第一に、投票者は自分の投票決定を「逸脱」
だと思っていないかもしれない。該当 13ケースのうち 5ケースは自民支持者で保守系の無所
属候補に投票した人たちである。無所属候補は官僚出の新人か地方政治家などで、自民党の公
認候補に投票するのと同じ気持ちで投票したのではなかろうか。第二に、残りの8ケース中6
ケースの投票候補者は最高評価候補者であり、「最高仮説」にも適合する。「対抗候補」への投
票の意識よりも、最高評価候補者への投票を意識していたのではなかろうか。
(2)「比例代表逸脱 1 「比例代表逸脱」に関する 3要因のうち、「次善評価」政党と投票政
党との一致率は綿（表3-4参照）で、相対的にはこれがもっとも大きい。比例代表の逸脱投票
は評判のよい新政党への投票が多かろう。この政党の評価が最高点であれば「最高仮説」に当
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たるが、評価が「次善」であれば「次善仮説」が妥当する。もっとも、投票は民主党のような
新政党に集中しているわけではない。一般的には、むしろ「支持の幅」で説明する方が容易で
ある。残りの2要因については、政党リーダとの一致率8%（表3-5)、政策近似政党との一致率
冗（表れう）で、いずれも低く、特に説明を試みるまでもなかろう。
「小選挙区逸脱」「比例代表逸脱」ともに政党評価要因に関して、「次善仮説」に適合する投
票者の存在を見ることができた。つまり、支持の幅に基づく投票、さらにはきわめて少数なが
ら、戦略投票の定義に近いケースの存在を確認することができた。だが、同時に「最高仮説」
にも適合するケースもかなりあるようだ。
5. 2 個人単位の分析
前節と同様な手続きで、「次善仮説」を支持する逸脱投票を行ったケースを求めたい。「小選
挙区逸脱」グループには、候補者関連の3評価要因の「次善評価の・・に投票」カテゴリーの
いずれかに該当しているかどうか、「比例代表逸脱」グループには、政党関連の3評価要因の
「次善評価の・・に投票」カテゴリーのいずれかに該当しているかどうか、を調べる。コントロ
ール・グループでは定義上「次善評価」を得られないので、「次善仮説」適合例はゼロになる。
表6 次善仮説に適合するケー スの比率（％）
投票パタン 次善仮説 最高十次善＊
「小選挙区逸脱」（立候補あり） 冒冒 69 
「比例代表逸脱」 圃冒 58 
「三者一致」「小選挙区逸脱」（立候補なし）は次善仮説を立てられない。
＊ 「最高」「次善」両仮説に該当する比率
総ケース数
91 
86 
各グループ内で、「次善仮説」で説明できる投票者の比率を、表6の第一列に掲載した。「小
選挙区逸脱」グループでも、「比例代表逸脱」でも、「最高仮説」の適合度が「次善仮説」より
はるかに高いが、「次善仮説」でも20％前後の逸脱投票者を説明できる。
「最高」「次善」の2仮説ともそれぞれ相当の説明力を持ち、両仮説ともに妥当するケース
も少なくないから、ネットでの説明力 (2仮説併せた説明力）を求めた。この比率が表の第2
列である。「小選挙区逸脱」（立候補あり）は両仮説合わせて、 3分の2ぐらい、「比例代表逸
脱」は 6割近くに達する。表4と併せてみると、このうちの10%前後が「次善仮説」の独自の
貢献分であることがわかる。
6 支持政党の候補者が立候補していないときの「小選挙区逸脱」
支持政党からの立候補者がないとき、比例代表では支持政党に投票できるが、小選挙区では
支持政党に投票したくても、それは不可能である。支持政党からの立候補者をもたない人たち
の間で、支持政党が最高評価政党である一致率は61％である。その75%（全サンプルでの平均
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値）が、支持政党の候補者が出ているとすればその人に投票すると仮定すれば、このグループ
の45%(61%X75%）は支持政党の候補者に投票しているはずである。つまり、このグループ
の約半分は、支持政党が候補者を立てていれば、「三者一致」に属したかもしれない人々であ
る。同じ「小選挙区逸脱」でも、支持政党の候補者有無で、その性格に相違が見られよう 15)。
表7 最高評価候補、支持政党の候補「I、j投票候補
（支持政党からの立候補がない 選ヽ挙区逸脱」）
最有力候補と 最高評価候補と 最高評価政党と
投票パタン 投票候補一致率投票候補一致率 投票政党一致率 N 
三者一致＊ 64 52 68 820 
小選挙区逸脱（（立候補あり）） ＊ 35 40 ， 91 
小選挙区逸脱立候補なし 151 
プラス評価の政党がある 74 
プラス評価の政党がない 46 36 ゜ 77 「推薦・支持」候補に投票 28 その他＊＊ 44 43 18 123 
＊ 表3-1 表3-2，表3-3に掲載された数字を転載した。
＊＊「推薦、・支持」候補に投票せず、「推薦・支持」候補がない、など。
前掲の表3-1、表3-2、表3-3に対応する、支持政党からの立候補者がない「小選挙区逸脱」グ
ループのデータを集め、表7 （上部3行）にまとめた。表3-3に対応する「支持政党の評価」
は候補者がいなくても可能だから、この部分だけはデータが揃っているが、残りの部分は投票
候補者と「最高評価」候補者との一致率のデータしか得られない。
表によると、最有力候補、最高評価の候補者、最高評価の政党それぞれと、投票候補との一
致率は、「三者一致」グループの同じ一致率と支持政党からの立候補者を持つ「小選挙区逸脱」
グループのそれの中間的位置を占める。例えば、表の第 1列の最有力候補が投票候補でもある
一致率は、「三者一致」グループでは64％で、「小選挙区逸脱」グループでは35％である。これ
に対して、立候補のない「小選挙区逸脱」グループでの一致率は48％であって、その中間にな
る。他の2要因についても同じである。「支持政党の候補者なし」の方が、より積極的に投票
を決定しているといえようか。
表の数字から見て、候補者要因の働きが大きいが、これは支持政党の候補者がいない選挙で
あるだけに不思議ではない。それにしては、政党要因の効果にも注目する必要があろう。支持
政党以外にもプラスの評価をする政党（支持の幅の中の政党）が存在すれば、その政党への投
票率は高いだろう。支持政党以外にプラスの評価をする政党の存在有無で、全グループを二つ
に分け、それぞれで一致率を再計算し、表の中程にまとめた。プラスの評価をする政党があ
れば、 46％の人がその政党（の一つ）に投票している。政党要因の働きは決して小さくない。
だが、最高評価の候補者への投票も55％あって、最大の効果を示している。
支持政党が、ある選挙区で候補者を立てない場合、他党の候補者を「推薦・支持」候補とし、
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支持者に投票するよう勧めることがある。これは社民党などの小政党に多いが、自民党にもあ
る。 JESI調査のサンプリング地点から、熊本4区を例に挙げると、ここでは社民党だけでな
く自民党も候補者を立てられず、ともにさきがけの園田候補を推薦している（データは朝日新
聞社，1996より）。「推薦・支持」候補があれば、その候補への投票率は高い。
さて「推薦・支持」候補への投票はその候補者の所属政党の評価に影響を与えるだろうか
（その政党も高い評価をしているので投票したのだろうか）。「推薦・支持」候補への投票はそ
の候補者個人の評価が高いか、最有力候補者だという理由からであろうか（評価が低い候補者
には推薦・支持であっても投票しないか）。「小選挙区逸脱」グループを「推薦・支持」候補へ
の投票者とそれ以外の人に 2分して、それぞれで三つの一致率を計算した結果が、表7の下2
行である。「推薦・支持」候補への投票者グループで、最有力候補との一致率と最高評価候補
との一致率は非常に高く、「三者一致」グループのそれを数％抜いている。「推薦・支持」候補
へ投票したのは、単に支持政党への投票の代替というだけでなく、その候補者個人を高く評価
しているからである。他方、「推薦・支持」候補の所属政党の最高評価政党との一致率はわず
か4％に急落しているが、これは「推薦・支持」候補には無所属・諸派が多く (3分の2ほど）、
その評価データは欠けているので（最高評価でも、次善評価でもなく）、最高評価政党との一
致率を下げるためである。
逸脱投票は候補者個人投票の傾向は明らかであるが、支持の幅のような政党要因の働きは、
支持政党の候補者を持つ「小選挙区逸脱」グループよりも大きい。個人レベルで見ると、「最
高仮説」の説明率は支持政党の候補者を持つ「小選挙区逸脱」グループよりも全般的に高い。
すでに表4に掲載したように、説明率は66％で、支持政党の候補者を持つグループよりも10%
高い。
7 選挙活動対応仮説による説明
5節で見たように、「最高」「次善」の2仮説ともそれぞれ相当の適合力を持ち、両仮説をあ
わせると、逸脱投票を説明できる投票者の比率は、表6のように、「小選挙区逸脱」（立候補あ
り）は69%、「比例代表逸脱」は58％にも達する。これだけ説明力が高ければ、さらに、第三の
仮説の適合度を検討する必要はないかもしれない。だが、前述したように、「逸脱投票」グル
ープには事前調査以後に投票意図を変えたり、投票意図を形成したりした人が多い。第三の
「選挙対応仮説」も、二次的なものとはいえ、選挙期間中の選挙活動と情報に対する投票者の
反応を知る上で、それ自体として興味ある仮説である。
このデータとして、 JESI調査には「個人依頼接触」「集団運動接触」「マス・メデイアの選
挙報道接触」「周囲の党派的環境認知」の4要因16)が用意されている。選挙活動・報道接触や
周囲の党派的環境認知は該当候補者名や政党名を通して、投票者と候補者・政党を結びつける
ことができるように構成されている。「最高」「次善」両仮説を分析した節のように、これらの
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要因を順次取り上げて、どの要因の効果が大きいかを検討するのは、紙幅の都合上省略し、個
人レベルの仮説適合度のみを検討することにしたい。
表8 選挙対応仮説および3仮説による説明率（％）
投票パタン 選挙対応 説明率増加＊ 3仮説＊＊ 残余ケース
「三者一致」（候補者との一致） 84 9 97 3 
「小選挙区逸脱」（立候補あり） 68 9 78 22 
「小選挙区逸脱」（立候補なし） 68 18 84 16 
------------------------------------------------------------------------
「三者一致」 80 17 97 3 
「比例代表逸脱」 81*** 30 88 12 
＊「選挙対応」によるネットの説明率で、 3仮説による説明率（＊＊）から 2仮説による説明率を
差し引いたもの（％）．
＊＊「最高」「次善」 (2逸脱グループのみ）「選挙対応」 3仮説による説明率（％）。
＊＊＊政党による選挙活動についてのデータがないので、候補者の選挙活動のデータをそのまま使用。
そこで、投票者がこれら 4要因のいずれか一つに該当すれば、選挙活動対応仮説を支持する
ことになる。表8は表4,表6と同じ方法によって作られたものである。最初の列が、投票パ
タン・グループごとの、「選挙対応仮説」に適合する投票者の比率である。「三者一致」グルー
プは84％で最も高く、「小選挙区逸脱」グループでも 3分の2以上の高い比率である。
以上が小選挙区関連の選挙活動と情報のデータであった。並立制になって、比例代表選挙に
ついても、選挙活動と情報のデータを集めねばならないのだが、質問数の制約からそれは不可
能であった。「比例代表逸脱」グループの選挙活動データは候補者用のデータをそのまま借用
しているので、参考程度の意味しかない。それにもかかわらず「比例代表逸脱」で、かえって
よい結果を示しているが、その理由はわからない。
表8の「三者一致」グループの説明率の高さが示唆するように、党派的な関心を持つ人たち
ほど、選挙活動によりしばしば対応するから、それを差し引いた、ネットとしての「説明力」
を計算する必要があろう。つまり「選挙対応仮説」を導入することによって、「最高」「次善」
2仮説による説明からどれだけ追加をすることができたかの計算である。そのためには、結局、
3仮説による総合説明力を求めねばならない。表の第三列が3仮説による総合説明力であり、
第二列がこれから「最高」「次善」 2仮説の説明力を引いたものである。「三者一致」グループ
では 3仮説の最終説明力は97％であって、 2仮説（この場合は第二仮説がないので第一のみ）
による説明力88%（表4参照）を引いた残り、 9％が「選挙対応仮説」の独自の説明力になる。
表に見られるように、この仮説の説明力はグループによりバラバラである。投票意図が形成さ
れた時期の違いを示すのかもしれない。
「三者一致」グループでは 3仮説で97％ものケースを説明できるが、「小選挙区逸脱」と
「比例代表逸脱」の逸脱投票もおおよそ80％を説明することができる。言い換えると、 3仮説
によっても説明できない残余ケースはほぼ20％になる。残余ケースを説明すべく、さらに新し
い要因を導入することは可能であるが、以上で本稿の目的を一応達したと思われるので、ここ
で終る。
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8 まとめ
(ly卜選挙区比例代表並立制のもとで、どの政党への投票でも、比例代表投票と小選挙区投票の
間に多かれ少なかれ違いを認めることができる。
(2)本稿では、 2票間の一致、不一致に、政党支持を導入して、比例代表投票、小選挙区投票、
支持政党の三者間の一致、不一致のパタンを作成した。これを「投票パタン」と呼ぶ。「三者
一致」「三者不一致」「二票一致」「小選挙区逸脱」「比例代表逸脱」の5カテゴリーよりなる。
この「投票パタン」の度数は「三者一致」が圧倒的に多く、「小選挙区逸脱」がこれに次ぐ。
「小選挙区逸脱」には支持政党の候補者が立候補していないために、支持政党以外の候補者に
投票せざるを得なかったケースを含むので、支持政党からの立候補有無で2分して分析する。
支持政党の候補者が立候補している場合は「三者一致」が74％を占め、他のグループは小さく、
いずれも一桁のサイズである。支持政党の候補者が立候補していない場合は「小選挙区逸脱」
が3分の2を占める。
(3)「最高仮説」と「次善仮説」の二つの仮説を立てて、データ分析に入る。「最高仮説」は、
「最高評価」の政党あるいは候補者に投票するため生ずる逸脱投票である。「次善仮説」は「最
高評価」政党あるいは候補者に投票しないで、意図的に「次善」の政党あるいは候補者に投票
するというものである。どの仮説が、どの対象にたいし、どの程度の説明力を持つのかを明ら
かにするのが、本稿の目的となる。
(4)「小選挙区逸脱」グループで、「最高仮説」がデータによって支持されたのは、候補者個人
要因に基づく逸脱投票である。最高評価候補者、あるいは最有力候補に投票したために逸脱投
票になったのである。「比例代表逸脱」グループでは、政党要因に基づく逸脱投票で、最高評
価の政党リーダと最高評価政党へ投票したための逸脱投票である。
(5)これを個人レベルで考えると、「最高仮説」で説明できる投票者の比率は、「小選挙区逸脱」
では50%を十分に越す。「比例代表逸脱」では50％には少し足りない。いずれにしても「最高
仮説」で逸脱投票を説明できる投票者が半分程度は存在する。
(6)「次善仮説」に適合するケースの比率は、「最高仮説」と比べると、半分以下に過ぎないが、
支持の幅の中にある次善政党の候補者への投票を確認することができた。戦略投票は、厳密に
定義すれば1ケースも見いだせなかったが、それに近いケースの存在は確認できた。
(7)「次善仮説」についても投票者個人単位の分析をおこなった。「小選挙区逸脱」「比例代表逸
脱」ともに「次善仮説」で説明できる投票者の比率は20％程度である。「最高仮説」適合との
重なりを考慮に入れると、独自の貢献はさらにその半分程度に下がる。
(8)「小選挙区逸脱」グループで、支持政党から立候補者がいない場合は、比例代表では支持政
党に投票できても、小選挙区では支持政党候補への投票は不可能であり、逸脱投票をせざるを
得ない。この逸脱投票には候補者個人要因に基づくものが多いのは当然である。「推薦・支持」
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候補が存在すれば、ほとんどそれへ投票しているが、この投票は単に支持政党への投票の代替
というだけでなく、その候補者個人を高く評価しているからでもある。支持の幅の中にある政
党への投票も少なくない。これに「最高評価」に基づいた、支持の幅の中にある政党への投票
を併せると、 22%に上る。
(9)二つの仮説のいずれかで説明可能なケースは逸脱投票の60%前後になる。逆にいえば、仮説
にあわないケースが30-40%ぐらい存在する。この残余ケースを第3の仮説、「選挙対応仮説」
で説明を試みた。その効果はグループによって大きく異なるが、三つの仮説による総合的説明
力は、最も小さい「小選挙区逸脱」（立候補あり）で78％である。理由を認識できないまま残
されているのは全体の20%かそれ以内に過ぎないので、分析はここで止めることにした。
(10)冒頭の表1に戻り、投票政党別に見て2票の量的な違いはどこから来たのだろうか、最後に
若干のコメントをしておきたい。民主党支持者の約4分の 1は、自分の選挙区に民主党の候補
者を見いだせなかったので、他党候補者に投票せざるを得なかったが、この小選挙区での流出
分と比例代表選挙での「支持なし」の民主党票が貢献して、比例代表選挙でのより高い得票率
となっている。自民党は小選挙区での得票が比例代表に比べて多いのだが、これは他党支持者
の「小選挙区逸脱」投票が自民党に流入したためではない。また、支持なし票のせいでもない。
「三者不一致」「二票一致」という党派性に疎遠な人たちの自民党投票が小選挙区でより多かっ
たからである。
注：
l)三宅 (1986)の仮説は、正しくは次の通り。「1人2票を行使するとき、 1票は支持政党に投票し、
もう 1票は次善の政党ある、いは第2選択の支持政党に、第二選択の支持政党がないときは、ミニ
政党の 1つに投票する」
2)支持なしが増大している現在、政党支持を基準要因に取るには、有効ケース数が少なくなるとい
う問題があるかもしれない。 JESI調査データでは、「支持なし」と答えた人にさらに「ふだん好
ましいと思っている政党」を尋ねた。この回答も「支持」の中に入れているので、欠損値になる
率は1茂（第7波）に過ぎない。
3)「三者一致」「二者一致」「三者不一致」 3分類間の支持強度に関する違いはどの組み合わせでも存
在する。学歴については、「三者一致」とその他の2グループ間には差があり、「三者一致」グル
ープの学歴は相対的に低いが、後2者の間には有意な差はない。
4)非投票者（棄権と投票方向不明の人）と支持なし (6政党以外の政党支持者を含む）は投票パタ
ンから除外されている。支持政党は自民党から新党さきがけまでの6政党としたので、支持政党
と投票の一致のグループを作るときは6政党以外の政党（およぴ無所属）への投票者は除外され
ているが、支持政党と投票の不一致のグループを作るときは除外されていない。
5)一般に、 比例代表投票と支持政党との一致率は小選挙区投票と支持政党との一致率よりはるかに
高い。「比例代表投票と政党支持の一致」は全ケースの79%、「小選挙区投票と政党支持の一致」
は67％である。比例代表選挙では政党に投票するからで、当然であろう。参議院選挙においても
同じ傾向が見られる。だが、これは全体的傾向であって、政党別に見ると政党によって異なる。
自民党への投票は後者の方が大きい。最近の事例については、明るい選挙推進協会 (1999)を参
照。
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6)この調査の選挙後調査で投票の主観的理由を聞いているので、それを投票決定因として使うこと
が考えられる。だが、この主観的理由は他の要因による客観的データとの間に整合性が欠けると
ころがあり、その利用には慎重でなければならない。
7)有力候補認知の質問文および度数分布については、この調査のコードプック（蒲島他、 1998)を
参照していただきたい。また、本稿での尺度については三宅 (1999a)の解説を参照。
8)感情温度計による評価尺度を用いる、最高評価と次善評価の操作的定義について注記しておきた
ぃ。これについて少なくとも 3つのポイントがある。 (1)「最高」は一人 (1党）だけではない。
同スコアの人（党）が複数いることがあり、どちらも最高ということがあり得る。本稿では、同
スコアがあっても、すべて「最高」と定義したが、同スコアが存在すれば「次善」と定義するこ
とも可能である。 (2)50点以下でも、それが最高点であれば「最高」と見なすかどうか。そのとき
の「次善」の定義はどうなるか。 (3)中立点である、 50点をどう扱うか。三宅 (1995,1997)は本稿
とは違う作業定義をしている。
9)「三者一致」グループに比べると、支持政党の候補者と最高評価候補者の一致度は低い。このグル
ープでは候補者の認知、評価に欠ける人が少なくなく、それが支持政党の候補と投票候補が一致
しない一つの理由かもしれない。
10)候補者評価についての質問文と度数分布については、この調査のコードブック（蒲島他、 1998)
を参照。最高候補者評価尺度については、三宅 (1998)を参照。三宅 (1995)は51点以上という
制約をはずし、同点があれば最高としない方式を採っている。このほうが、良い結果が得られる
が、ここでは「最高評価」にこだわることにした。
11)政党評価についての質問文と度数分布については、この調査のコードプック（蒲島他、 1998)を
参照。最高政党評価尺度については、三宅 (1998)を参照。
12)政党リーダ評価についての質問文と度数分布については、この調査のコードプック（蒲島他、
1998)を参照。最高リーダ評価尺度については、三宅 (1998)を参照。
13)評価対象に政策が欠けていたのでそれを補うためと、比例代表投票と関連する評価要因が二つだ
けだったのを補い、小選挙区投票と関連する要因と数を揃えるためでもある。
14)支持の幅の構成要素と構成手続きについては、三宅 (1998,第2章）を参照。
15)支持政党立候補の有無の2グループ間に、学歴と支持強度については有意な差はないが、政治関
心については差が見いだされた。立候補なしのグループの関心がより高い。
16)「個人依頼接触」「選挙運動接触」「マス・メデイアの選挙報道接触」「周囲の党派的環境認知」の
操作的定義について簡単に注記しておく。詳しくは三宅 (1999a、注3)を参照。
「周囲の党派的環境認知」
(1)重要他者の党派色認知： 「重要他者」（池田、 1997，第4章）とは「あなたや社会にとって大切な
ことがらを話す人がいますか」という質問に一つでも「はい」と答えた人であるが、その党派色は
「その方は今度の選挙でどの政党の候補者に投票したと思いますか」という質問で引き出した。
(2)所属団体の政党支持認知
「労働組合」「商工業関係の同業維合、団体」「農協その他の農林漁業団体」「自治会、町内会、
地区会」「住民運動、消費者運動、市民運動、婦人運動の団体」「生活協同組合（生協）」「宗教団体」
の7種の団体所属を尋ね、団体所属者には「その団体の人は主に何党を支持していますか」という
質問で、政党色を引き出すよう試みた。
選挙運動の測度は被調査者が特定の候補者の選挙運動に接触した回数である。選挙運動接触は3
カテゴリーに分類されている。
「集団接触」というカテゴリーはは被調査者の候補者後援会加入、候補者の演説会出席、候補者
の選挙用葉書受領をまとめたものである。
「個人的接触」は候補者やその後援者が個人的に有権者に接触し投票を依頼する「集団接触」に
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比べるとややインフォーマルな選挙運動様式である。
「マス・メデイア接触」はテレビや新聞、あるいは選挙公報を通して、特定の候補者についての
情報を獲得する行為である。
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